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平成26年の労働災害は過去２番目の少なさ

～死傷者数は大幅減少、死亡者数は増加～
徳島労働局（局長 飯野弘仁）は、平成２６年の労働災害（休業４日以上の死傷災害）

の発生状況について、取りまとめましたので公表します。

【概要】

１ 死傷災害発生状況

(1)休業４日以上の死傷者数は前年に比べ５８人（７％）減少し、７６８人となり、
昭和４８年以降、平成２３年に次いで過去２番目に少ない数字となった。

(2)業種別では、殆どの業種で減少又は横ばいであったが、土木工事業において増加
した。

(3)事故の型別では、「転倒災害」が最も多く、前年より１３人増加し１５１人となり、
全体の約２割を占めている。

また、「交通事故」による死傷者数６１人の内、通信業と新聞販売業を合わせる

と約半分を占めている。

２ 死亡災害発生状況

(1)死亡者数は前年に比べ２人増加し、１１人となった。
(2)業種別では、製造業３人、建設業５人、林業２人、卸売業１人となった。

【労働災害防止のための取組】

１「徳島第１２次労働災害防止推進計画」（平成２５年度～平成２９年度）に基づき、

製造業、建設業、林業、第三次産業、道路貨物運送業を重点業種として各種の施策

や取組を推進する。

２ 業種横断的な重点対策

(1)死傷災害の中で、最も多く発生している「転倒」災害の減少に向け「STOP！転倒

災害プロジェクト2015」を推進する。

(2)「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づく対策の実施について、周知

する。

厚生労働省
徳島労働局 Press Release



別添

徳島県の労働災害発生状況の詳細
１ 休業４日以上の労働災害発生状況（平成２６年１月～１２月）

（１）徳島県内の死傷者数は、全産業で７６８人となり、前年の８２６人から５８人

減少し、前年より７．０％の減少となった。（図１参照）

図１

（２）業種別では、製造業で前年より４１人減少し１７６人（前年比１８．９％減少）、

建設業は１６３人となり前年同数となったが、建設業の内、土木工事業が増加（平

成２５年：４１人→平成２６年：５７人）した。

第三次産業は９人減少し３０２人（前年比２．９％減少）となったが、小売業

（平成２５年：６８人→平成２６年：７０人）、社会福祉施設（平成２５年：３

５人→平成２６年：３６人）、清掃・と畜業（平成２５年：４１人→平成２６年

：４４人）で前年より増加した。

（８ページ「徳島県の年別・業種別休業４日以上労働災害統計」の(注)参照）

図２ 業種別前年比較別労働災害発生状況

※第三次産業には小売業、社会福祉施設、飲食店、清掃・と畜、通信業、警備業など

が含まれる。
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（３）全産業における事故の型別発生状況は、「転倒」災害が最も多く１５１人とな

り全体の１９．７％となり、次いで「墜落、転落」が１３８人（全体の１８．０％）、「はさ

まれ、巻き込まれ」災害が１０４人（全体の１３．５％）となっている。以下「動作の反動、無

理な動作」災害が９２人（全体の１２．０％）、「切れ、こすれ」災害が７０人（全体の９．１

％）、「交通事故」が６１人（全体の７．９％）等となった。（図３参照）

図３ 平成２６年休業４日以上死傷災害の事故の型別被災者数

①「転倒」 151人（全体の 19.7%）

②「墜落・転落」 138人（全体の 18.0%）

③はさまれ・巻き込まれ 104人（全体の 13.5%）

④動作の反動・無理な動作 92人（全体の 12.0%）

⑤切れ・こすれ 70 人(全体の 9.1%）

⑥交通事故 61人（全体の 7.9%）

⑦飛来・落下 48 人(全体の 6.3%）

⑧激突され 29人（全体の 3.8%）

⑨その他(上記以外） 75 人(全体の 9.8%）

（４）各産業別における事故の型の傾向は次のとおりであった。（図４参照）

①製造業では、「はさまれ、巻き込まれ」災害が最も多く３６人（製造業で発生

した死傷者数の２０．４％）、次いで「転倒」災害と「切れ、こすれ」災害が

２９人（同１６．４％）の順となった。

②建設業では、「墜落、転落」災害が最も多く５２人（建設業で発生した死傷者

数の３１．９％）、次いで「はさまれ、巻き込まれ」災害２９人（同１７．８

％）の順となった。

③運輸交通業では、「墜落、転落」災害が２０人（運輸交通業で発生した死傷者

数の２６．０％）、「はさまれ・巻き込まれ」災害と「動作の反動・無理な動作」

災害が１３人（同１６．９％）、次いで「転倒」災害１０人（同１３．０％）

となった。

④林業では、「切れ・こすれ」災害が６人（林業で発生した死傷者数の２３．１

％）、「飛来・落下」災害が５人（同１９．２％）となった。

⑤第三次産業では、「転倒」災害８３人（第三次産業で発生した死傷者数の２７．

５％）、次いで「動作の反動・無理な動作」災害５２人（同１７．２％）、「交

通事故」災害４９人（同１６．２％）となった。
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図４ 事故の型別労働災害発生状況

２ 死亡災害発生状況

①徳島県内の死亡労働者数は全産業で１１人となり、前年比で２人増加した。

②業種別は、製造業３人、建設業５人、林業２人、第三次産業（卸売業）１人とな

った。

③事故の型では、「墜落・転落」災害で２人、「崩壊・倒壊」災害で２人、「飛来・

落下」災害で１人、「はさまれ・巻き込まれ」災害で１人、「切れ・こすれ」災

害で１人、「爆発・破裂」災害で１人、「激突され」災害で１人、「おぼれ」災害

で１人、「その他」で１人となった。
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３ 交通労働災害発生状況

平成２６年の徳島県内における交通労働災害の発生状況は、休業４日以上の死傷者

数が６１人となり、その内、第三次産業で４９人（全体の８０．３％）となった。

業種別では、通信業の占める割合が約２６％、新聞販売業が約２０％となった。

月別では、３月、

８月、１１月が多く、

３月と１１月はその

他業種（製造業、建

設業、運輸交通業等）

で多く発生している。

発生時間帯別では、

１２時台に通信業で

多く発生している。
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４ 今後の取組

労働災害の減少を図るための対策の推進を平成２７年度最重点施策として取り組む

「徳島第１２次労働災害防止推進計画」（平成２５年度～平成２９年度）に基づき①

重篤な労働災害を発生させるおそれのある製造業、建設業及び林業、②労働災害が多

発している第三次産業及び道路貨物運送業を重点業種として位置づけ、各種の施策や

取組を推進する。

Ⅰ 業種横断的な重点対策

（１）転倒防止対策

死傷災害の中で、最も多く発生している「転倒」災害の減少に向け「STOP ！
転倒災害プロジェクト 2015」を推進し、転倒災害防止に焦点を絞った４ S 活動
や、KY活動など、着手しやすい切り口から取組を推進する。

（２）交通労働災害防止対策

管内の警察署など、関係行政機関との連携を図りつつ、「交通労働災害防止の

ためのガイドライン」に基づく対策の実施について周知を図る。

Ⅱ 業種別対策

（１）製造業対策

県内の労働災害発生状況を踏まえ、監督部署との連携を図り、効果的な災害防

止対策を講じる。特に、重篤な労働災害の発生が懸念される食料品製造業、木材

木製品製造業、金属製品製造業、化学工業及を重点として積極的に取り組む。

具体的には正規労働者とともに非正規労働者に対する雇入れ時教育の実施、平

成２５年１０月１日に施行された食品加工用機械の安全確保対策についての遵守

徹底を図る。

（２）建設業対策

景気回復による民間投資の増加と相まって、労働災害が増加するおそれがある

ため、建設工事に係る計画届の確実な届出及び事前審査を求めるとともに、実地

調査、災害が多発している現場及び店社に対する指導により、安全管理の徹底を

図る。

墜落・転落災害防止対策として、足場からの墜落防止対策の強化を図る労働安

全衛生規則の一部を改正する省令が本年７月１日に施行されることから、あらゆ

る機会を捉えて改正内容の周知徹底を図る。また、ハーネス型の安全帯の普及を

図るとともに、計画届の受付時にリスクアセスメントの実施状況の確認、ＫＹ活

動（危険予知活動）の実施等を事業場に働きかけ、作業現場及び作業方法の安全

化を図る。

労働災害防止団体及び発注者と連携し、安全パトロール、各種指導を強化する。

（３）林業対策

安全管理上の問題が認められる事業場を中心に、安全管理体制の整備などの対
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策を求める。

また、森林管理署、県、各森林組合、労働災害防止団体と連携し、安全パトロ

ール、現場安全点検等を実施するとともに、新規雇用労働者に対する雇入れ時教

育の実施などの遵守を図る。

さらに、平成２６年６月１日より新たに規制の対象となった車両系木材伐出機

械・集材装置の安全確保対策について遵守徹底を図る。

（４）第三次産業対策

小売業、社会福祉施設、清掃業を重点として、平成２６年において労働災害を

発生させた事業場に対する指導を強化する。

また、負傷による腰痛が多発している中小規模の社会福祉施設（介護施設）、

小売業などを中心に、腰痛予防教育が実施されるように、事業者に対する指導を

行う。

正規労働者とともに非正規労働者に対する雇入れ時教育の実施の遵守を図る。

（５）道路貨物運送業対策

災害防止対策として、トラック運転者に対する安全衛生教育が確実に実施され

るように、事業者に対する指導を行う。また、荷主に対して「荷役作業の安全対

策ガイドライン」のリーフレットを配布し、荷主としての荷役作業時の安全確保

対策の必要性を周知することで、荷役作業中の労働災害の防止を図る。

（６）交通労働災害防止対策

交通労働災害の発生件数が多い通信業、小売業等についても、あらゆる機会を

捉え、交通労働災害防止のためのガイドラインの周知を図る。

添付資料

徳島県における労働災害の推移

徳島県の年別・業種別休業４日以上労働災害統計

徳島県の年別・業種別等死亡労働災害発生状況

平成２６年中の徳島県内の死亡労働災害一覧

業種別・事故の型別死傷災害発生状況（平成２６年）

徳島第１２次労働災害防止推進計画のポイント
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大鳴門橋開通

徳島県における労働災害の推移
＝ 第6次労働災害防止計画～第12次労働災害防止計画 ＝

交通事故重大災害２

件

（死亡１・傷６）

阪神淡路大震災

地山工事で重大災害
（死亡１・傷３）

土砂崩壊災害（死亡２・傷１）

下水道酸欠事故（死亡１）

エックスハイウエイ開通

労働災害防止緊急対策（平成元年２月）

緊急労働災害防止対策会議（平成４年４月６日）

第1回「ゼロ災害とくしま９０日戦略無災害運動」
(平成４年１０月～１２月）

第２回「ゼロ災害とくしま90日戦略無災害運動」

（平成５年１０月～１２月）

緊急労働災害防止対策（平成６年１０月～７年３月）
「とくしま産業安全の日《毎月１０日》」の制定

建設業緊急労働災害防止対策（平成７年１０

緊急死亡労働災害防止対策（平成１０年１１月～１２

食品加工用機械・食品包装機械労働災害防止対策(平成１２年１２

大規模製造業安全管理対策緊急要請(平成１６年６月２５日)

労働災害防止強化月間(平成１６年７月)

「建設業死亡労働災害撲滅宣言」(平成１６年９月１６日）

建設業死亡労働災害撲滅緊急対策（平成１６年９月１６日～１２月３１

日)

「６ヵ月無災害運動」（平成１７年１２月１日～平成１６年５月３１日）

「６ヵ月無災害運動」（平成１８年１２月１日～平成１９年５月３１日）

「０災とくしま」年末・年始総点検運動

19人

1,558人

死傷病数について

第6次～第8次労働災害防止計画期間は、

労災保険給付データによる統計であるが、

第9次労働災害防止計画期間以降の数は、

労働者死傷病報告による統計である。

運動（平成２１年１２月１日～平成２４年３月３１

第

６

次

災

防

計

画

第

７

次

災

防

計

画

第

８

次

災

防

計

画

第

９

次

災

防

計

画

第

10

次

災

防

計

画

第
11
災
防
計
画

第

12

次

災

防

計

画

リスクアセスメント普及促進県下一斉安全点検運動（平成２２年１２月）、
林業緊急労働災害防止対策（平成２２年１２月）

労働災害防止緊急対策（平成２４年６月）

労働災害防止に係る要請（平成２５年９月）

死亡労働災害多発警報発令（平成２６年４月）

７



第11次
防

平成
24年

目標値
平成29年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

対
前年比

対
24年比

食 料 品 製 造 業 51 43 65 51 -21.5% 0.0%

木 材 木 製 品 製 造 業 25 21 35 20 -42.9% -20.0%

家 具 装 備 品 製 造 業 23 20 19 17 -10.5% -26.1%

紙、印刷製本製造業 11 9 8 8 0.0% -27.3%

化 学 工 業 21 18 16 14 -12.5% -33.3%

窯業土石製品製造業 6 5 10 8 -20.0% 33.3%

金 属 製 品 製 造 業 17 14 23 17 -26.1% 0.0%

一般機械器具製造業 11 9 12 13 8.3% 18.2%

輸 送 用 機 械 製 造 業 8 7 14 5 -64.3% -37.5%

上 記 以 外 の 製 造 業 24 21 15 23 53.3% -4.2%

計 197 167 217 176 -18.9% -10.7%

土 木 工 事 業 41 35 41 57 39.0% 39.0% （注）

建 築 工 事 業 91 77 93 77 -17.2% -15.4%

そ の 他 の 建 設 業 18 15 29 29 0.0% 61.1%

計 150 127 163 163 0.0% 8.7%

道 路 貨 物 運 送 業 76 68 70 67 -4.3% -11.8%

その他の運輸交通業 8 7 10 10 0.0% 25.0%

計 84 75 80 77 -3.8% -8.3%

45 38 30 26 -13.3% -42.2%

小 売 業 76 60 68 70 2.9% -7.9% （注）

医 療 保 健 業 36 30 36 34 -5.6% -5.6%

社 会 福 祉 施 設 35 30 35 36 2.9% 2.9% （注）

飲 食 店 16 14 16 13 -18.8% -18.8%

清 掃 ・ と 畜 業 48 41 41 44 7.3% -8.3% （注）

通 信 業 23 20 27 23 -14.8% 0.0%

上記以外の第三次産業 94 83 88 82 -6.8% -12.8%

計 328 278 311 302 -2.9% -7.9%

30 23 25 24 -4.0% -20.0%

834 708 826 768 -7.0% -7.9%

ただし、小売業は２０％減少、道路貨物運送業は１０％減少を目標とする。

8

※目標値は産業全体において平成２９年において、平成２４年と比較して１５％以上減少させること。

建
 
設
 
業

運
輸
交
通
業

林 業

第
三
次
産
業

上 記 以 外 の 事 業

合　　　計

徳島県の年別・業種別休業4日以上労働災害統計

第１2次防(確定値)

製
 
 
造
 
 
業

平成26年
増減率



②年齢別（死亡者数）

年

年齢

1 1

2 3 1 1 1 1

3 2 1 1 2 1 2 3

2 2 1 2 1 3 2 1 1

5 6 2 1 3 5 1 2 1 1

1 5 1 2 3 3 3 2 1

2 1 1 1 2 2 4

1512117 8 118 109 11

①業種別（死亡者数） ③規模別（死亡者数）

年

規模

1 1 1 3 3 2 1 2 3 17 8 5 6 4 3 7 6 7 4 8

7 2 5 3 2 2 2 3 4 5 35 3 2 5 1 1 2 1 2 1

3 1 1 1 6 3 1 2 4 1 1 4 1

1 1 2 3 2 2 11 1 2 1 1

1 4 2 2 2 1 12 1 1 1

2 3 2 1 3 3 1 15 1

1 1 2 2 6

1512117 8 118 109 11102 151211118 118 109 11

④平成１７年から２６年までの事故の型別／起因物別（死亡者数）

　   

墜 落 ・ 転 落

　　　　　　　起因物
　事故の型

建築物 ・
構築物等

267

　　　年
　業種

製造業

建設業

道路貨物運送

林業

三
次
産
業

小売業

小売以外

18 4 7 17 18 4 11

そ の 他 の 型

17 15 102

5

1 1

1

平成
2６年 計

5

211 6 14

爆 発 ・ 破 裂

5 6お ぼ れ 1

1

2 151

1

はさまれ・まきこまれ 2 3 7

崩 壊 ・ 倒 壊 1

101

1

2 1

1 1 4

9 23 1 2

激 突 さ れ

1

感 電

交 通 事 故

計

用 具

2

2 4

転 倒

飛 来 ・ 落 下

車 両 系
建設機械

一般動力
機 械

動 力
ク レ ー ン
等

動 力
運 搬 機

乗 物

切 れ ・ こ す れ

1 2

500人以上

計 102

その他の
装 置
設 備

環 境 等 そ の 他 計

3 3 3 12

上記以外

計

30～49 17

50～99 5

100～299 3

300～499 1

1人～9人 58

10～29 18

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
23年

平成
23年

平成
22年

平成
24年

平成
24年

平成
26年 計

平成
17年

平成
18年

平成
25年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

27

60～65 21

65歳以上 13

計 102

30～39 15

40～49 15

平成
25年

18歳未満

18～19 2

20～29 9

50～59

徳島県の年別・業種別等死亡労働災害発生状況
　【平成１７年 ～ 平成２6年】

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
24年

平成
26年 計

平成
25年

平成
21年

平成
22年

平成
23年
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年
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年

19

年

20

年

21

年

22

年

23

年

24

年

25

年

26

年

人 年別死亡労働災害発生状況

（※ 各表の単位：「人」）

※平成１７年から２６年までの死亡労働災害を集計したもの ９

１２

１５

１１

７
８ ８

１１ １１

９
１０

７
８

６



①
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

１月 卸売業 男

３０～４９人 ３０歳代

②
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

１月 林業 男

11時台 １～９人 ７０歳代

③
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

2月 製材業 男

９時台 １～９人 ３０歳代

④
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

２月 製鉄・製鋼・圧延業 男

５時台 １００～２９９人 ２０歳代

⑤
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

３月 林業 男

９時台 １～９人 ７０歳代

⑥
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

３月 建設業 男

７時台 １～９人 ３０歳代

10

その他

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

販売員 その他 起因物なし

　心理的負荷による精神障害により自殺したもの。

　 コンクリート打設現場において、コンクリートポンプ車の底で油圧系統の配管の点検を行っていたと
ころ、作業服がプロペラシャフトの回転部に巻き込まれたはずみで、頭部をシャフト部に強打したも
の。

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

運転者
はさまれ、巻き
込まれ

トラック

作業員 飛来、落下 立木等

　 作業員がチェンソーを使用し立木を伐倒したところ、かずらで絡まっていた隣の木の枝が折れ、落
下した木の枝が被災者の頭部に当たったもの。

はさまれ、巻き込まれ

　 推定１３００度の熔解した合金を鋳型に流し込む作業を行ってていたところ、容器内の合金が噴出
し、被災者は飛散した高温の合金を浴びたもの。

飛来、落下

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

作業員 爆発 金属材料

作業員 切れ、こすれ 帯のこ盤

   被災者は、自動送材車式帯のこ盤の送材車に乗り、角材の加工を行っていたところ、帯のこ盤の刃
に接触し、左大腿部等に外傷を負い救急搬送されたが翌日死亡したもの。

爆発

切れ、こすれ

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

平成２６年中の徳島県内の死亡労働災害一覧（確定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１名／１１件

崩壊、倒壊

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

作業員 崩壊、倒壊 立木等

 　切り捨て間伐作業において、伐倒する立木にワイヤーロープを掛け、倒れる方向を調整していた被
災者に、伐採した伐倒木が倒れかかり被災者を直撃したもの。



⑦
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

４月 建築設備工事業 男

１４時台 １～９人 ６０歳代

⑧
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

４月 建設機械製造業 男

13時台 １～９人 ６０歳代

⑨
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

８月 建設業 男

1７時台 １～９人 ４０歳代

⑩
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

１１月 建設業 男

1０時台 １～９人 ７０歳代

⑪
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

１２月 建設業 男

８時台 １０～２０人 ５０歳代

11

　　橋梁工事において、杭打ち装置の接合部を調整していたところ、装置下部が倒れボーリングマシ
ンとの間に挟まれたもの。

起因物

作業員

おぼれ 水

作業員 激突され 立木等

崩壊、倒壊 基礎工事用機械

　　林道開設工事において、被災者が立木を伐倒したところ、伐倒した木が被災者の頭部に当たった
もの。

崩壊、倒壊

発生月
時間

職種等 事故の型

墜落・転落 屋根

発生月
時間

職種等 事故の型

墜　落　・　転　落

起因物

作業員

墜落・転落 建築物

墜　落　・　転　落

発生月
時間

職種等 事故の型

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

　 屋根の塗装工事に一人で従事していた被災者が、瓦屋根の端から墜落したもの。

おぼれ

発生月
時間

職種等 事故の型

　台風の大雨により工事現場が浸水し、現場内に置かれていた建築資材が流出し始めたため、膝下
まで水に浸かり建築資材の回収作業を行っていたところ、水流が急激に増し深みにはまり足をすくわ
れおぼれたもの。

起因物

管理者

　 船舶内に設置されたクラムシェル上にてフートピンを取り付けていたところ作業床の端から船底に
墜落したもの。

起因物

作業員

激突され



墜
落
・
転
落

転
倒

激
突

飛
来
・
落
下

崩
壊
・
倒
壊

激
突
さ
れ

は
さ
ま
れ
・
巻
き
込
ま
れ

切
れ
・
こ
す
れ

踏
抜
き

お
ぼ
れ

高
温
・
低
温
物
と
の
接
触

有
害
物
と
の
接
触

感
電

爆
発

破
裂

火
災

交
通
事
故
（
道
路
）

交
通
事
故
（
そ
の
他
）

動
作
の
反
動
・
無
理
な
動
作

そ
の
他

分
類
不
能

合
計

全産業 1381512048182910470 1 1 17 5 1 1 61 92 7 4 768

製造業 2229 6 12 5 5 3629 8 2 1 4 17 176

鉱業 1 1 1 3

建設業 5217 3 19 4 8 2917 1 1 1 4 7 163

交通運輸業 2010 3 6 1 3 13 2 1 1 3 13 1 77

陸上貨物
運送業

1 1 2

港湾運送業 1 1 2

林業 3 4 5 3 4 6 1 26

農業、畜産・水
産業

2 7 1 1 2 2 1 1 17

第三次産業 3883 8 6 3 8 2313 7 2 49 52 6 4 302

（注）　　労働者死傷病報告より作成したもの。

業種欄「第三次産業」の内訳

墜
落
・
転
落

転
倒

激
突

飛
来
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落
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崩
壊
・
倒
壊

激
突
さ
れ

は
さ
ま
れ
・
巻
き
込
ま
れ

切
れ
・
こ
す
れ

踏
抜
き

お
ぼ
れ

高
温
・
低
温
物
と
の
接
触

有
害
物
と
の
接
触

感
電

爆
発

破
裂

火
災

交
通
事
故
（
道
路
）

交
通
事
故
（
そ
の
他
）

動
作
の
反
動
・
無
理
な
動
作

そ
の
他

分
類
不
能

合
計

1523 1 1 1 5 9 3 1 1 17 12 2 91

うち小売業 1217 1 1 1 4 7 3 1 13 9 1 70

3 3 6

1 3 1 1 16 1 23

8 26 1 2 2 1 3 20 4 4 71

うち社会福祉施設 3 12 1 1 1 2 11 2 3 36

2 13 2 1 2 4 3 7 34

うち飲食店 5 1 1 1 3 2 13

7 9 3 2 2 4 3 1 2 11 44

1 1 1 1 4

4 6 1 2 1 1 4 1 2 7 29

（注）　　労働者死傷病報告より作成したもの。

12

接客・娯楽

清掃・と畜

警備業

その他

保健衛生業

業種別・事故の型別死傷災害発生状況（平成26年）

業種別・事故の型別死傷災害発生状況（平成26年）　

商業

金融・広告

通信



徳島第12次労働災害防止推進計画のポイント

「労働災害防止計画」とは、労働災害を減少させるために国が重点的に取り組む事項を定めた中

期計画です（５年ごとに厚生労働大臣が策定）。第12次計画の期間は平成25年度～29年度。

この期間について徳島労働局が定めた計画が「徳島第12次労働災害防止推進計画」です。

労働災害による被災者数（平成２４年）
• 死亡者数： １０人（第１１次計画の計画目標８人以下）
• 死傷者数：８３４人（休業４日以上の労働災害。第１１次計画の計画目標７７０人以下）

 労働災害は長期的には減少しているが、第三次産業では増加
（社会福祉施設は1.5倍増）

 死亡災害では、依然、建設業・製造業で占める割合が高い

現状と課題

◆ 労働災害による

死亡者の数を

15％以上減少

◆ 労働災害による

死傷者の数を

15％以上減少

（＊平成２４年比）

計画の目標

業種 平成１９年 平成2４年 災害増減率

建設業 ２０９ １５０ -28.2%

製造業 ２５９ １９７ -23.9%

第三次産業 2７７ ３２８ +18.4%

小売業 ７３ ７６ +4.1%

社会福祉施設 ２３ ３５ +52.2%

道路貨物運送事業 ９１ ７６ -16.5%

全業種合計 ９０７ ８３４ -8.0%

【業種別の休業４日以上の死傷者数の推移】

徳島県内でも労働災害が増加し、全体に占める割合が高まって

いる第三次産業に焦点を当て、特に災害の多い「小売業」「社

会福祉施設」に対する集中的取組を実施

ポイント③

第三次産業を重点業

種に位置づけ

労働災害全体の減少目標に加え、第12次の計画では、重点対

策ごとに数値目標を設定し、達成状況を踏まえて対策を展開
（目標の例）
重点業種ごとの数値目標（小売業20%減など）
重点疾病ごとの数値目標（ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策取組率80%以上など）

ポイント①

重点対策ごとに数値

目標を設定

依然として死亡災害の多数を占める建設業、製造業、林業に

対して、「墜落・転落災害」「機械によるはさまれ・巻き込

まれ災害」「激突され災害」に重点を当てた取組

ポイント②

死亡災害に対し重点

を絞った取組を実施

（労働者死傷病報告による統計）

（単位：人）

１３



第三次産業対策
【重点業種目標】
小 売 業 死傷者数を20％以上減少
社会福祉 死傷者数を15％以上減少

道路貨物運送事業対策

【重点業種目標】
死傷者数を10％以上減少

重点対策

○小売業等の実態に即した安全衛生管理体制の構築
○小売業の大規模店舗・多店舗展開企業を重点として労働災害
防止意識を向上、バックヤードを中心として作業場を安全化
○介護施設における腰痛、転倒防止対策を推進
○交通労働災害の防止対策を推進

○トラック運転者に対する安全衛生教育の強化
○作業場の安全化が図られるよう発荷主及び着荷主に要請
○荷役作業中の労働災害防止対策の普及

○足場、はしご、屋根等様々な場所からの墜落・転落災害対策
を推進
○関係請負人まで安全衛生経費が確実に渡るよう発注者に要請

建設業対策

健康確保・職業性疾病対策

メンタルヘルス対策
【目標】対策に取り組んでいる事業場

の割合を80％以上

○メンタルヘルス不調を予防するためのセルフケア等の取組を
促進
○ストレスチェック等の取組を推進
○取り組み方が分からない事業場への支援

○健康診断の実施と事後措置などの健康管理を徹底
○休日・休暇の付与・取得を促進
○時間外労働の限度基準の遵守を図り、時間外労働削減を推進

○化学物質に係る作業環境管理、作業管理の対策の徹底
○化学物質に係る危険有害情報の活用の促進
○リスクアセスメントを促進

過重労働対策

化学物質等対策

○介護施設、小売業、陸上貨物運送事業を重点に腰痛予防教育
を強化
○地方自治体と連携し、腰痛健康診断の普及、腰痛を起こさな
い移動・移乗介助法の指導などにより腰痛予防手法を普及
○熱中症による健康への影響についての理解を図り、予防の必
要性を周知啓発

○受動喫煙の健康への有害性に関する教育啓発の実施
○事業者に対する効果的な支援の実施
○職場での禁煙・空間分煙・その他の措置を促進

腰痛・熱中症対策
【目標】
腰 痛 死傷者数を10％以上減少
熱中症 ５年間合計の熱中症による

死傷者数を20％以上減少

受動喫煙防止対策

①労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策の重点化

②労働災害防止団体、業界団体、産業保健機関との連携

○労働災害防止団体に対する労働行政からの支援と連携
○第三次産業対策など業界と協調的に取組を進めるための業界団体との連携
○メンタルヘルス対策を含めた産業保健機関との連携

製造業対策 ○機械設備の本質安全化（機械そのものを安全にすること）に
より、機械によるはさまれ・巻き込まれ災害の防止

林業対策
○かかり木処理による激突され災害の防止など作業現場の安全
化及び作業方法の安全化を推進
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